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防火意識の高揚と住宅用火災警報器の必要性を周

知する。
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② 事務事業の内容　※何をどのようにする事務事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

住宅用火災警報器の設置普及について

住宅火災は年々増加し、それに比例して犠牲者の数も増加の一途をたどっています。 今後、住宅火災の増加を未然に防ぎ、犠牲者

を減らす事を最大の目的として火災警報器などの防災機器を「設置、管理、維持」しなければならないと言う事が消防法により定めら

れ、平成18年6月から、日本全国すべての住宅に対して住宅用火災警報器等の設置が義務付けられました。

火災に初期段階で気づき消火活動を行い、避難をしていれば犠牲者

をださないで済むケースが数多あります。犠牲者の多くは就寝中に火

災に遭遇することで発見が遅れ、逃げ遅れることが原因です。

住宅火災による犠牲者を減少させるため、住宅用火災警報器の設置

が必要です。

平成26年6月1日時点で全国の設置率81％、全国条例適合率

66.4％であるが、旭市の設置率66％、条例適合率50％であり低

い水準であるため、設置率の向上が必要である。住宅用火災警

報器のチラシ、タオル等の配布を行い普及啓発に努め、早期設

置を呼びかけていく。

平成27年中市内在住市民222名にアンケート調査を実施、未設置住

宅86件あり、約19％であった。86件の内33件が知らなかった、17件

が購入方法がわからない、18件が設置が難しい、その他25件と回答

があった。その他の中で必要性を感じない、面倒という貴重な意見

があった。

平成
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① 事務事業の期間

330 330 339

3消耗品費 43

主要事業

消耗品費 千円

常備消防事務費

施策の展開 58

施策の展開

消防力の強化

（住宅用防災機器等の普及啓発）

6月

11月

3月

（今年度新たに取り組

む事項について記載）

内容

住宅用火災警報器チラシの作成

産業祭煙体験

高齢者住宅住宅用火災警報器設置再調査

（未設置・未確認宅）

今

後

の

方
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性

１１月

３月

煙体験をして、住宅用火災警報器の必要性を実感しても

らう

高齢者住宅の住宅用火災警報器設置再調査

設置率調査（無作為抽出96件）66％　条例適合率50％

秋季火災予防運動防火チラシ配布（新聞折込、市郵送）

産業祭（住警器展示・説明、チラシ、タオル配布）

チラシ配布（各種訓練参加者・見学者）

火災予防旗掲出（本署・干潟分署）

アンケート調査（救急講習参加者）

「防火チラシ」新聞折込、市郵送部数

産業祭チラシ配布

(2)

産業祭参加者

市内各世帯

防火意識の高揚と住宅用火災警報器の必要性を周

知する。
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消防法　第九条の二
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事務事業評価シート 

住宅用火災警報器チラシ

26年度 27年度

384防火チラシ印刷製本費（新聞折込費含む）

主な事業

国土強靱化地域計画

新市建設計画

定住自立圏構想

平成 27 年度事後評価・決算
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予算
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常備消防体制の充実
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